
第4節 我が国の電波の利用状況
	1	1	 周波数帯ごとの主な用途	 周波数帯ごとの主な用途

周波数については、国際電気通信連合（ITU）憲章に規定する無線通信規則により、世界を3つの地
域に分け、周波数帯ごとに業務の種別などを定めた国際分配が規定されている。

国際分配を基に、電波法に基づき、無線局の免許の申請などに資するため、割り当てることが可能な
周波数、業務の種別、目的、条件などを「周波数割当計画＊1」として定めている。同計画の制定及び変
更に当たっては、電波監理審議会への諮問が行われている。

我が国の周波数帯ごとの主な用途と特徴は、（図表Ⅱ-1-4-1）のとおりである。

図表Ⅱ-1-4-1 我が国の周波数帯ごとの主な用途と電波の特徴
降雨で弱められる

UHF

FM放送（コミュニティ放送）、防災行政無線、消防無線、
警察無線、列車無線、航空管制通信、簡易無線、
アマチュア無線、コードレス電話

VHF
短波放送、船舶・航空通信、アマチュア無線

短波

携帯電話、ローカル5G、衛星通信、衛星放送、
固定間通信、放送番組中継、レーダー、
電波天文･宇宙研究、無線LAN（5/6GHz帯）、
無線アクセスシステム、ETC、ISM機器

マイクロ波
中波放送（AMラジオ）、船舶・航空通信、
アマチュア無線

中波

衛星通信、レーダー、
簡易無線、電波天文

ミリ波
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利用技術の難易度
伝送できる情報量
電波の伝わり方

難しい

大きい

直進する

国際電気通信連合（ITU）による周波数の国際分配の決定（無線通信規則等）
↓

国際分配に基づく国内分配の決定（総務省・周波数割当計画等）

主な利用例

小さい

障害物の後ろに回り込む

易しい

TV放送、携帯電話、PHS、防災行政無線、警察無線、
移動体衛星通信、MCAシステム、タクシー無線、簡易無線、
レーダー、アマチュア無線、無線LAN（2.4GHz帯）、
コードレス電話、電子タグ、ISM機器

周波数帯 波長 特徴
超長波 10～100km 地表面に沿って伝わり低い山をも越えることができる。また、水中でも伝わるため、海底探査にも応用できる。
長波 1～10km 非常に遠くまで伝わることができる。電波時計等に時間と周波数標準を知らせるための標準周波数局に利用されている。
中波 100～1000m 約100kmの高度に形成される電離層のE層に反射して伝わることができる。主にラジオ放送用として利用されている。

短波 10～100m 約200～400kmの高度に形成される電離層のF層に反射して、地表との反射を繰り返しながら地球の裏側まで伝わっていく
ことができる。遠洋の船舶通信、国際線航空機用の通信、国際放送及びアマチュア無線に広く利用されている。

超短波 1～10m 直進性があり、電離層で反射しにくい性質もあるが、山や建物の陰にもある程度回り込んで伝わることができる。防災無線や
消防無線など多種多様な移動通信に幅広く利用されている。

極超短波 10cm～1m 超短波に比べて直進性が更に強くなるが、多少の山や建物の陰には回り込んで伝わることもできる。携帯電話を初めとした多
種多様な移動通信システムを中心に、デジタルテレビ放送、空港監視レーダーや電子レンジ等に幅広く利用されている。

マイクロ波 1～10cm 直進性が強い性質を持つため、特定の方向に向けて発射するのに適している。主に固定の中継回線、衛星通信、衛星放送や無
線LANに利用されている。

ミリ波 1mm～10mm
マイクロ波と同様に強い直進性があり、非常に大きな情報量を伝送することができるが、悪天候時には雨や霧による影響を強
く受けてあまり遠くへ伝わることができない。このため、比較的短距離の無線アクセス通信や画像伝送システム、簡易無線、
自動車衝突防止レーダー等に利用されている他、電波望遠鏡による天文観測が行われている。

サブミリ波 0.1mm～1mm 光に近い性質を持った電波。通信用としてはほとんど利用されていないが、一方では、ミリ波と同様に電波望遠鏡による天文
観測が行われている。

＊1	 周波数割当計画：https://www.tele.soumu.go.jp/j/adm/freq/search/share/index.htm
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	2	2	 無線局数の推移	 無線局数の推移
2024年度末における無線局数（無線LAN端末等の免許を要しない無線局を除く。）は、3億6,230

万局（対前年度比12.6%増）である。そのうち携帯電話端末等の陸上移動局は3億2,876万局（対前
年度比3.3%増）となっており、総無線局数に占める携帯電話端末等の陸上移動局の割合は、90.7%と
なっており、前年と比較すると減少しているものの、依然として高い水準になっている。

割合が減少した要因は、その他の無線局数が大きく増加（2023年度末の58万局から2024年度末の
3,057万局）したことであり、特に、衛星ダイレクト通信サービスの提供が開始されたことによる携帯
移動地球局の増加の影響が大きく、携帯移動地球局は2023年度末から3,003万局（2023年度末の14
万局から2024年度末の3,017万局）増加している。

また、簡易無線局も153万局（対前年度比2.2%増）に増加している（図表Ⅱ-1-4-2）。

図表Ⅱ-1-4-2 無線局数の推移

2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024
その他 50 50 55 49 49 55 59 61 51 55 58 3,057
基地局 68 71 70 73 125 132 117 95 108 112 110 109
簡易無線局※2 90 97 105 112 118 125 132 137 142 143 150 153
アマチュア局 44 44 44 43 43 41 40 39 38 37 36 34
陸上移動局※1 15,472 17,493 19,711 21,457 23,109 24,748 26,278 27,379 28,859 30,219 31,811 32,876
陸上移動局の割合 98.4 98.5 98.6 98.7 98.6 98.6 98.7 98.8 98.8 98.9 98.9 90.7
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※1	 陸上移動局：陸上を移動中又はその特定しない地域に停止中運用する無線局（携帯電話端末等）。
※2	 簡易無線局：簡易な無線通信を行う無線局。

	3	3	 電波監視による重要無線通信妨害等の排除	 電波監視による重要無線通信妨害等の排除
総務省は、全国の主要都市の鉄塔やビルの屋上などに設置したセンサ局施設や不法無線局探索車など

により、消防・救急無線、航空・海上無線、携帯電話などの重要無線通信を妨害する電波の発射源の探
査、不法無線局の取締りなどのほか、電波の利用環境を乱す不法無線局などの電波の発射源を探知する
施設として「DEURAS（DEtect Unlicensed RAdio Stations：デューラス）」を整備し、電波の監視
業務を実施している＊2。

2024年度の混信・妨害申告などの件数は1,847件で前年度に比べ484件減（20.8%減）、そのうち、
重要無線通信妨害の件数は355件で前年度に比べ36件減（9.2%減）である。こうした混信・妨害申
告の2024年度の措置件数は前年度までの未措置分を含めて2,057件となっている（図表Ⅱ-1-4-3）。

＊2	 重要無線通信の妨害については、2010年度に妨害の申告に対する24時間受付体制を構築し、その迅速な排除に取り組んでいる。また、短波
帯電波監視や宇宙電波監視についても国際電気通信連合（ITU）に登録した国際電波監視施設としてその役割を担っている。
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また、2024年度の不法無線局の出現件数は3,926件で前年度に比べ94件増（2.5％増）となってい
る。2024年度の措置件数は前年度までの未措置分を含めて1,315件で前年度に比べ433件増（49.1%
増）であり、措置件数全体に対する内訳は告発41件（3.1％）、指導1,274件（96.9％）となっている

（図表Ⅱ-1-4-4）。

図表Ⅱ-1-4-3 無線局への混信・妨害申告件数及び措置件数の推移
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混信・妨害申告件数 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024
重要無線通信妨害 532 605 771 676 603 522 412 461 429 298 385 391 355
その他 1,826 1,740 1,995 1,821 1,811 1,727 1,401 1,425 1,610 2,121 2,047 1,940 1,492
合計 2,358 2,345 2,766 2,497 2,414 2,249 1,813 1,886 2,039 2,419 2,432 2,331 1,847
混信・妨害申告の措置件数
混信申告の措置件数 2,389 2,346 2,667 2,348 2,414 2,310 1,946 1,850 2,198 2,434 2,466 2,468 2,057

図表Ⅱ-1-4-4 不法無線局の出現件数及び措置件数の推移

不法パーソナル無線局
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不法無線局の出現件数 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024

出現件数

不法パーソナル無線局 2,788 865 784 265 245 99 40 28 25 32 3 7 9
不法アマチュア局 1,803 2,225 1,592 1,291 1,229 1,749 1,253 1,739 2,959 2,126 1,831 2,028 1,500
不法市民ラジオ 342 642 404 375 478 414 443 477 2,594 5,035 958 472 269

その他 3,648 3,369 4,541 3,221 2,489 2,508 2,958 4,293 1,187 1,341 1,689 1,325 2,148
合計 8,581 7,101 7,321 5,152 4,441 4,770 4,694 6,537 6,765 8,534 4,481 3,832 3,926

不法無線局の措置件数

措置件数
告発 231 228 215 230 168 168 208 189 62 49 94 63 41
指導 3,038 1,764 1,465 2,156 1,196 1,300 1,136 1,058 581 752 1,004 819 1,274
合計 3,269 1,992 1,680 2,386 1,364 1,468 1,344 1,247 643 801 1,098 882 1,315

85令和7年版　情報通信白書　第Ⅱ部

第
1
章

I
I
I
I
I
I
I
I

第第44節節我が国の電波の利用状況我が国の電波の利用状況

情通R7_Ⅱ-1-04_第Ⅱ部第1章4節.indd   85情通R7_Ⅱ-1-04_第Ⅱ部第1章4節.indd   85 2025/06/12   10:23:522025/06/12   10:23:52




